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事実の概要

　１　事件の経緯
　梅雨空に　「九条守れ」の女性デモ
　上記の俳句（以下「本件俳句」）は、本件原告が
かたばみ三橋俳句会（以下「本件句会」）において
詠み、本件句会により秀句として選出された作品
である。三橋公民館は、公民館だより（以下「本
件たより」）を定期的に発行しており、この本件
たよりに本件句会が提供する秀句を連続して掲載
してきたが、本件俳句については不掲載となった。
　この判断に対して原告が説明を求めたため、三
橋公民館は原告に対し、2度にわたる書面回答を
出し、不掲載の理由を説明した。最初に「書面 1」
でその理由が示されたが、この「書面 1」は根拠
として誤りまたは不適切であったとして撤回さ
れ、これに代わって「書面 2（「『公民館だよりへの
俳句不掲載について』の訂正について」）」が示され
た。この「書面 2」では、不掲載の新たな理由と
して、「公民館だよりは、公民館の事業や地域の
活動を広報することを目的とし、公共施設である
公民館が責任を持って編集・発行している刊行物
でありますので、公平中立の立場であるべきとの
観点から、掲載することは好ましくないと判断し
たものです。」との説明が示された。

　２　原告の請求
　以上の経緯から、原告は被告（さいたま市）に
対し、本件俳句の本件たよりへの掲載と、これに
より原告が受けた精神的苦痛について、国家賠償
法 1条 1項に基づき、慰謝料の支払いを求めた。

判決の要旨

　本判決の骨子は、(1)「掲載請求権の有無」の
問題と (2)「期待権侵害の有無」の問題の 2つの
線に大別できる。
　(1)　（ア）原告は、本件合意に基づく俳句の掲
載請求権を有していない。その理由として、本件
句会の選出した秀句を本件たよりに掲載するとい
う、本件句会と三橋公民館の間の合意の内容は、
本件俳句を本件たよりに掲載することについて訴
求力ある権利を発生させる性質のものではない。
また、三橋公民館の職員には、本件句会との間で、
本件句会ないしその会員に本件たよりへの俳句掲
載請求権を発生させる合意をする権限があった
とはいえない。（本件句会と三橋公民館が、本件合
意をするにあたり地方自治法 234 条の適用を受ける
かどうかについては、本件合意が上記の請求権を発
生させるものでなかった以上「判断するまでもなく」
結論が導かれている。）
　（イ）公民館が本件俳句を掲載しなかったこと
が原告の「学習権」および「表現の自由」を侵害
し、国家賠償法上違法である、との主張も採用で
きない。
　以上から、原告の掲載請求権に基づく本件俳句
掲載の請求およびここから発生する国家賠償請求
はすべて棄却。
　(2)　三橋公民館が本件俳句を本件たよりに掲
載しなかったことは、原告の期待権に基づく人格
的利益を侵害し、国家賠償法上、違法である。
　（ア）原告は本件俳句の掲載を期待する権利を
有する。「三橋公民館は……本件句会が提出した
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秀句を……継続して本件たよりに掲載してきたの
であるから、原告が……本件俳句も、本件たより
に掲載されると期待するのは当然」であって、「原
告の上記期待は、著作者の思想の自由、表現の自
由が憲法により保障された基本的人権であること
にもかんがみると、法的保護に値する人格的利益
である」から、これに対して公務員である本件職
員らが、「著作者である原告の思想や信条を理由
とするなど不公正な取扱いをした場合、同取扱い
は、国家賠償法上違法となる」１）。
　（イ）そしてこの「不公正な取扱いをした場合」
に当たるかどうかについては、「正当な理由があっ
たということはできず、（本件職員ら）は、原告が、
憲法 9条は集団的自衛権の行使を許容するもの
と解釈すべきではないという思想や信条を有して
いるものと認識し、これを理由として不公正な取
扱いをした」と認められる。これによって、「法
律上保護される利益である……原告の期待が侵害
された」２）。

判例の解説

　社会教育における「表現の自由」と「政治的中立」
　一　本件の背景
　この裁判では、事件当時の社会背景が大きな意
味を持っている。裁判所は、当時の憲法 9条をめ
ぐる閣議決定といわゆる安保法案をめぐる動きが
あった社会背景を本件にとって意味のあるものと
認めている３）。これに加えて、この時期から、地
方自治体による公共施設の貸し出し拒否や後援拒
否などが相次いで起きていた。憲法、原子力発電
所、TPP や介護、税と社会保障、「沖縄」（米軍基
地問題）など、国民の間で議論が分かれているテー
マを取り上げた講演会や展示会などについて、各
地の自治体が「政治的中立を保つ」として内容の
変更を求めたり、後援の申請を断ったりするケー
スが増加していた４）。
　本件俳句の不掲載は、こうした一連の流れの中
で起きた出来事だった。ただし法的には、公民館
そのものの貸し出しの問題と公民館が発行する
「たより」への掲載の問題とは切り分けて考える
べきか、連続したものととらえるべきかについて
見解が分かれる（後述）。本判決は切り分ける考
え方をとっている。

　二　掲載請求権の不存在と本件合意の法的性質
　裁判所の判断の前半は、原告は本件俳句の掲載
請求権を有していない、というものだが、これは
たとえば、ある雑誌の編集者として決定権のある
者が、ある作家の作品を連載の形で一定期間継続
して掲載することを合意したような場合には作家
の側に掲載請求権があるといえるが、本件のよう
な場合はこれには当たらない、という趣旨である。
ここで原告および原告の俳句を秀句とした本件句
会は、本件合意をそのような合意だと受け止めて
いた、という事情は、後述の「期待権」を認める
べき事情の中で斟酌されている。

　三　期待権に基づく人格的利益の侵害
　１　人格的利益と期待権
　本判決でもっとも意義のある部分は、期待権を
根拠に原告の人格的利益の存在を認め、三橋公民
館が行った取扱いを、これの侵害として「違法」
と認めたことである。ここで裁判所は「人格権」
という言い方はせずに「人格的利益」と言ってい
るが、これは「期待権」といった法的根拠の確認
を待って認められるもの、という意味合いで期待
権から生じる利益という論じ方がされているのだ
ろう。人格権は、経済的利益と異なり、「主とし
て生命・身体・健康・自由・名誉・プライバシー
などの人格的属性を対象としその自由な発展のた
めに、第三者による侵害に対し保護されなければ
ならない諸利益の総体」５）と理解され、明文には
ないが憲法 13 条によって認められ、私法上の不
法行為等の規定に読み込まれるべき「権利」とし
て確立されていることについて、判例・学説の一
致を見ている。本件でいわれる「人格的利益」も、
これと方向を同じくするものである。
　先に請求権の枠組みにおいて斥けられた内容―
―連続掲載されてきた経緯、学習権、表現の自由
――は、この期待権の枠組みのほうで拾い直され
ている。

　２　「正当な理由」の不存在
　このように期待権に基づく人格的利益が認めら
れるとなると、本件俳句は原則として掲載される
べきことになるので、これを掲載しなかった公民
館の判断に正当な理由はあるかが問われることに
なる。判決の要旨２の（イ）にあるとおり、これ
を裁判所は否定した。
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　四　社会教育と政治的中立性
　１　社会教育と公民館
　公民館とは、市町村または公民館の設置を目的
とする一般社団法人・一般財団法人が設置する施
設である（社会教育法 21 条）。公民館の事業には、
定期講座の開設、討論会、講習会、講演会などが
含まれる（社会教育法 22 条）。この 22 条に印刷発
行物の発行は明示されていないが、上記の事業に
は告知や活動報告や成果発表などを告知する広報
物の発行は当然の延長として含まれると考えられ
る。
　たとえば通常の大学・大学院における研究や小
中高校における教育でも、成果発表としての印刷
物発行は、研究や学習の当然の延長として行われ
るものであり、社会教育においてもこのことは当
てはまるはずである。そう考えてみると、本判決
のように、公民館の利用と広報誌への掲載とを完
全に切り離す思考をとるべきであったかどうかに
は、疑問の余地もある。公民館の刊行物の編集権
限は、民間の出版社と同じ扱いでよいか、という
疑問と、公民館の利用そのものが問題となった泉
佐野市民会館事件判決６）以来共有されてきた公
共施設の社会的役割論と本件とをまったく遮断し
てしまってよかったのだろうか、その背後にある
趣旨を共有する姿勢はあってもよかったのではな
いか、という疑問である。
　社会教育において公民館が果たす役割について
は、原告から、憲法上の人権として「大人の学習権」
が主張されていた。これは憲法 26 条「教育を受
ける権利」が保障する「学習権」を学校就学中の
学童に限らず社会教育に参加する大人にも広げる
考え方で、公権力による環境醸成義務（社会教育
法 3条 1項）という社会権的側面と、社会教育活
動は公権力の干渉を受けない（社会教育法 12 条）
という自由権的側面をあわせて主張された。この
部分は掲載請求権の根拠としては認められなかっ
たが、期待権侵害の認定の段で問題を「教育行政」
のあり方という視点から考察する中で、その趣旨
が斟酌されていると思われる。

　２　原告の「表現の自由」と被告の「編集権限」
　本判決は公民館の利用と広報誌への成果掲載は
別問題として扱っている。このほうがオーソドッ
クスな思考であり判例学習上も有効と思われるた
め、本稿では公民館の利用そのものに関する判例

よりも直接性の高い参照判例として、生徒会誌へ
の掲載が問題となった平成 16 年の最高裁判決を
挙げる７）。これは工業高校の生徒会誌に寄せた教
員の原稿が安保闘争や勤評闘争にかかわる経験へ
の言及を含んでいたため、生徒会誌にはふさわし
くないとして学校長が該当部分を切り取らせたこ
とが不法行為に当たるかが争われた事例である。
裁判所は一審から最高裁まで一貫してこの不法行
為性を認めなかった。これとの比較でいえば、学
校教育の場では学校側の裁量が広く認められるの
に対して、本判決のような社会教育の場面では、
自主性を重んじる社会教育法の思考に基づいて期
待権（人格的利益）侵害が認められた、と見るこ
とができる。
　他方、公民館の使用については、地方自治法に
おける「公の施設」をめぐる解釈の議論と並行し
て、表現の自由の問題系からパブリック・フォー
ラムの議論の対象ともなってきた８）。今回の媒体
についてはこの理論によって掲載請求権を認める
ことは無理であるにしても、社会教育の公共性と、
学習と成果発表の不可分性・連続性の 2点に着
眼する立場からは、この考え方を採り入れる余地
はないかと問うことも、本判決を発展的に考察す
る上で有益ではないかと思われる。
　請求権についてはともかく「期待権」と「正当
な理由」判断の場面についていえば、公民館の広
報媒体については公民館側に編集権限があるにし
ても、一般のメディアに比べて公共性・受動性の
度合いが高いため、これに掲載されることを期待
する側の利益が高く斟酌されると考えられる。本
判決が「公務員が」そのような取扱いをしたこと
の違法性を強調して人格的利益への侵害を認めて
いることの根底に、こうした発想を読み取ること
も可能ではないかと筆者自身は考えている。

　五　判断プロセスへの詳細な検討
　１　「政治的中立性」言説への法思考による
　　　切り込み
　本判決で注目されるのは、被告の判断の正当性
について検討するにあたり、事実認定の中でその
判断のプロセスを詳細に検討し、（その結論をとる
にあたり）十分な検討がなされたか、また内容面
で法的合理性があるかを検討している点である。
　たとえば、「本件たよりに掲載できない記事や
作品についての判断基準は、三橋公民館が本件俳
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句を本件たよりに掲載しないこととした平成 26
年 6 月当時、作成されておらず、その後も、作
成されていない」９）こと、すなわち本件職員らの
判断が市民への公正な告知となる判断基準がない
中での不掲載であることについて事実確認が行わ
れている。
　次に、被告側職員が理由としていた「政治的中
立性」そのものについて、裁判所は「教育行政の
基本は、政治的中立性が確保されることにあ」り、
「教育基本法 16 条 1 項や社会教育法 12 条等……
は、これを当然の前提とするもの」だが、「職員
ら……は、本件俳句を本件たよりに掲載すること
ができない理由について、十分な検討を行ってい
なかった」とそのプロセスを論難し、その内容に
ついても「本件書面 1」に示された理由のいずれ
も「本件たよりに本件俳句を掲載することができ
るかどうかの判断の根拠となるものでないことが
明らか」と断じている。さらに被告が理由として
いる「政治的中立性」について裁判所は、「これ
を掲載することが、直ちに三橋公民館の中立性や
公平性・公正性を害するということはできない」
と、これも「本件書面 1」で示された理由につい
て論破した上で、以下の「中立性」理解と考慮す
べきであった点を示す。「行政が、中立性や公平
性、公正性を確保する目的が、国民の国政に対す
る信頼を確保することにある」ことからは、「本
件俳句をたよりに掲載しないことにより、三橋公
民館が、憲法 9条は、集団的自衛権の行使を許
容するものと解釈すべきとの立場に与していると
して……行政に対する信頼を失うことになるとい
う問題が生じるが、……この点について何ら検討
していない」。また本件不掲載を決定する過程で
職員らから「世論を二分するもの」だから掲載で
きない、との意見が出されたことについても、（集
団的自衛権行使を認める解釈に関する）賛成派・反
対派のいずれの立場も、憲法 9条を守ること自
体については一致しているので、本件俳句の「九
条守れ」との文言が世論を二分するものといえる
か疑問であり、この点について検討した形跡がな
いことを指摘している 10）。

　２　「憲法アレルギー」
　最後に本判決の特徴として、前述のような世相
への理解から、元教員が多数を占める公民館職員
たちの「憲法アレルギー」の心情に踏み込んでい

るところは、刮目すべき箇所だろう。このアレル
ギーは、前述のように多くの公共場面で見られる
問題となっている。本判決が、前述のとおり《「掲
載しないこと」によって公民館が特定の見解に与
することになる可能性》という視点の欠如を指摘
することで本件判断プロセスの不備を論難し、そ
の結果、判決の要旨に示したとおり「正当な理由
があったということはできず、……不公正な取扱
いをした」との結論を導いている点は、施設貸し
出しのケースか広報物のケースかという形式的な
カテゴリー枠を超えて、多くの公共施設がかかわ
る社会状況に社会的波及効果を持ちうるのではな
いか。本件九条俳句訴訟は、法理上の意義として
は、公民館の社会教育のあり方に関する初の憲法
判断であり、法的な理論射程もこの場面に限定さ
れることになると思われるが、同時に、より広い
意味での「教育」における政治的中立性、公共施
設利用にかかわる政治的中立性の問題について社
会的影響力を持つ判決となることが期待される。
　なお、本件は被告側が控訴している（2017 年
12 月現在）。
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